
2025年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
2024年８月９日

上 場 会 社 名 ＮＣＤ株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 4783 URL https://www.ncd.co.jp/

代 表 者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)下條 治

問合せ先責任者 (役職名)取締役専務執行役員管理本部長 (氏名)加藤 裕介 TEL 03-5437-1021

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ：無

決算説明会開催の有無 ：無
(百万円未満切捨て)

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 7,033 21.8 489 93.4 508 96.6 326 95.8
2024年３月期第１四半期 5,774 8.8 252 20.4 258 19.7 166 18.9

(注) 包括利益 2025年３月期第１四半期 340百万円( 82.3％) 2024年３月期第１四半期 187百万円( 28.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 39.91 ―
2024年３月期第１四半期 20.66 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 14,576 6,466 44.0
2024年３月期 14,899 6,403 42.6

(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 6,407百万円 2024年３月期 6,346百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― 16.00 ― 34.00 50.00
2025年３月期 ―
2025年３月期(予想) 27.00 ― 27.00 54.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,000 9.9 2,200 4.0 2,200 2.8 1,450 4.5 177.25

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項(会計方針の変更に関する注記)」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 8,800,000株 2024年３月期 8,800,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 619,795株 2024年３月期 619,757株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 8,180,229株 2024年３月期１Ｑ 8,071,068株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2024年４月１日～2024年６月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイル

ス感染症（以下、感染症）の影響が低下したことから社会経済活動の正常化が進み、雇用や所得環境も改善する

なか、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、海外景気の下振れリスクや、中東・ウクライナを

めぐる情勢、物価上昇、為替変動などの影響により、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス業界におきましては、人手不足等を背景とした業務効率化ニーズに加え、

金融・製造業などにおいてＤＸ市場の更なる拡大が見込まれます。また、このような動きに伴いクラウドやＡＩ

などの先端ＩＴ需要の増加が予想されます。当社グループでは、クラウド関連の資格取得やデジタルテクノロジ

ー研修の実施等を通じた人材育成、即戦力となる中途採用の強化、ニアショア活用、子会社化した株式会社ジャ

パンコンピューターサービス（以下、ＪＣＳ）とのシナジー創出などに注力することで、今後も多様化する顧客

ニーズに柔軟に対応してまいります。また、引き続き、顧客のＩＴライフサイクルを包括的にサポートするＩＴ

フルアウトソーシングの推進などにより、既存顧客の領域拡大および新規顧客の獲得に取り組んでおります。

駐輪場業界におきましては、テレワークが一定程度定着した中でも駐輪場利用は堅調に推移しています。当

社グループでは、駐輪場の料金改定については順調に進捗しており、今後も機動的に推進してまいります。ま

た、自治体戦略の見直しに伴い不採算の入札案件からの撤退を進めるなど、収益性の更なる向上に努めておりま

す。さらには、月極駐輪場管理システム「ECOPOOL」の導入など駐輪場運営のＤＸ化に注力するとともに、子会

社との連携強化などにより、サービスの高付加価値化に取り組んでまいります。

当第１四半期連結累計期間につきましては、ＩＴ関連事業（システム開発事業、サポート＆サービス事業）

においては各種案件が順調に推移したことに加え、子会社化したＪＣＳが寄与しました。また、パーキングシス

テム事業において大規模な駅前再開発案件の駐輪機器の販売や施工を受注いたしました。利益面におきまして

は、賃上げの実施や、業容拡大に伴う福岡オフィス移転費用を計上したものの、両事業において価格改定が進ん

だことなどから、前年同期比で増収増益となりました。

以上により、当第１四半期連結累計期間の売上高は、7,033百万円（前年同期比21.8％増）、営業利益489百

万円 (前年同期比93.4％増）、経常利益508百万円（前年同期比96.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利

益326百万円（前年同期比95.8％増）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は、次のとおりです。

システム開発事業

保険会社のアプリケーション保守や、ガス会社のシステム開発が拡大したことなどにより、前年同期比で大

幅な増収となりました。利益面におきましては、福岡オフィスの移転コストを計上したものの、複数のプロジェ

クトにおいて価格交渉が進み、収益性が向上したことなどにより、前年同期比で大幅な増益となりました。これ

らの結果、売上高2,981百万円（前年同期比26.6％増）、セグメント利益399百万円（前年同期比31.3％増）とな

りました。

サポート＆サービス事業

製造業のシステム運用の受注や、建設業のクラウド型基幹システムの運用開始などにより、前年同期比で大

幅な増収となりました。利益面におきましては、増収の効果に加え、スポット案件の取り込みなどにより、前年

同期比で大幅な増益となりました。これらの結果、売上高2,236百万円（前年同期比26.4％増）、セグメント利

益190百万円（前年同期比23.9％増）となりました。
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パーキングシステム事業

大規模な駅前再開発案件の駐輪機器の販売や施工を受注したことや、駐輪場利用料収入が増加したことなど

により、前年同期比で増収となりました。利益面におきましては、増収の効果や、料金改定により自営駐輪場の

採算性が大きく向上していること、また、自治体戦略の見直しにより指定管理業務の収益性が改善したことなど

も寄与し、前年同期比で大幅な増益となりました。これらの結果、売上高は1,810百万円（前年同期比9.8％

増）、セグメント利益414百万円（前年同期比79.6％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ322百万円減少し、14,576百万円となりまし

た。減少した主なものは、有価証券200百万円並びに受取手形、売掛金及び契約資産148百万円です。負債は、前

連結会計年度末に比べ385百万円減少し、8,110百万円となりました。減少した主なものは、賞与引当金650百万

円、未払法人税等404百万円、買掛金166百万円及び短期借入金133百万円であります。また、純資産は、前連結

会計年度末に比べ62百万円増加し、6,466百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末の42.6％から44.0

％となっております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,912,650 5,985,458

受取手形、売掛金及び契約資産 3,782,084 3,633,451

有価証券 200,071 ―

商品及び製品 238,498 247,570

仕掛品 177,191 264,355

その他 734,249 672,788

流動資産合計 11,044,746 10,803,625

固定資産

有形固定資産 1,508,808 1,483,287

無形固定資産

のれん 114,973 104,521

その他 209,281 208,978

無形固定資産合計 324,254 313,499

投資その他の資産 2,021,552 1,976,360

固定資産合計 3,854,615 3,773,147

資産合計 14,899,361 14,576,773

負債の部

流動負債

買掛金 1,110,425 944,269

短期借入金 833,200 700,000

1年内返済予定の長期借入金 19,936 15,806

未払法人税等 614,027 209,988

賞与引当金 1,094,050 443,238

受注損失引当金 2,388 819

資産除去債務 3,581 ―

その他 2,113,485 3,173,065

流動負債合計 5,791,095 5,487,188

固定負債

長期借入金 55,798 53,296

役員退職慰労引当金 206,195 180,085

株式報酬引当金 60,950 74,552

退職給付に係る負債 1,461,264 1,478,574

資産除去債務 229,511 235,756

その他 690,825 600,843

固定負債合計 2,704,546 2,623,107

負債合計 8,495,641 8,110,295
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 438,750 438,750

資本剰余金 1,019,556 1,019,556

利益剰余金 5,007,649 5,056,040

自己株式 △229,170 △229,235

株主資本合計 6,236,785 6,285,110

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 90,522 104,823

為替換算調整勘定 3,685 5,954

退職給付に係る調整累計額 15,857 11,892

その他の包括利益累計額合計 110,064 122,671

非支配株主持分 56,869 58,695

純資産合計 6,403,720 6,466,478

負債純資産合計 14,899,361 14,576,773
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

売上高 5,774,984 7,033,361

売上原価 4,731,396 5,544,690

売上総利益 1,043,587 1,488,670

販売費及び一般管理費 790,627 999,504

営業利益 252,959 489,166

営業外収益

受取利息 1,164 880

受取配当金 3,188 3,693

受取保険金及び配当金 193 13,308

その他 8,594 8,966

営業外収益合計 13,140 26,848

営業外費用

支払利息 6,068 5,769

為替差損 782 1,529

その他 572 196

営業外費用合計 7,423 7,496

経常利益 258,677 508,518

税金等調整前四半期純利益 258,677 508,518

法人税等 89,665 180,173

四半期純利益 169,012 328,344

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,223 1,825

親会社株主に帰属する四半期純利益 166,788 326,518
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純利益 169,012 328,344

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 12,837 14,301

為替換算調整勘定 737 2,269

退職給付に係る調整額 4,418 △3,964

その他の包括利益合計 17,993 12,606

四半期包括利益 187,005 340,951

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 184,782 339,125

非支配株主に係る四半期包括利益 2,223 1,825
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効

税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。)等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。法人税等の計上区分(その他の包

括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会計基準第20―３項ただし書きに定める経過的な取扱い

及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適

用指針」という。)第65―２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変

更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連

結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３
システム

開発事業

サポート＆

サービス事業

パーキング

システム事業
計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

2,354,605 1,769,083 1,644,104 5,767,793 3,065 5,770,858 ― 5,770,858

その他の収益 ― ― 4,125 4,125 ― 4,125 ― 4,125

外部顧客への売上高 2,354,605 1,769,083 1,648,230 5,771,918 3,065 5,774,984 ― 5,774,984

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,311 ― ― 2,311 ― 2,311 △2,311 ―

計 2,356,916 1,769,083 1,648,230 5,774,230 3,065 5,777,295 △2,311 5,774,984

セグメント利益又は
損失（△）

304,050 153,345 230,946 688,342 941 689,284 △436,324 252,959

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△436,324千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、

親会社に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３
システム

開発事業

サポート＆

サービス事業

パーキング

システム事業
計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

2,981,860 2,236,501 1,806,505 7,024,867 4,458 7,029,325 ― 7,029,325

その他の収益 ― ― 4,035 4,035 ― 4,035 ― 4,035

外部顧客への売上高 2,981,860 2,236,501 1,810,540 7,028,903 4,458 7,033,361 ― 7,033,361

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,717 ― ― 1,717 ― 1,717 △1,717 ―

計 2,983,577 2,236,501 1,810,540 7,030,620 4,458 7,035,078 △1,717 7,033,361

セグメント利益又は
損失（△）

399,296 190,030 414,713 1,004,040 2,404 1,006,444 △517,278 489,166

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△517,278千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、

親会社に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 86,012千円 92,219千円

のれんの償却額 ―千円 10,452千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月９日

ＮＣＤ株式会社

取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 辻 村 茂 樹

指定社員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 清 文

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているＮＣＤ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１四半期連結累計

期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


